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物流２０２４年問題影響調査結果の概要 

 

 

 

＜本県物流の状況①＞小規模企業者に該当する物流事業者が多く、県内や首都圏など近距離輸配送が中心 

○物流事業者の半数以上が小規模企業者に該当しており、県内や首都圏などの近距離輸配送を中心に物流を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・物流事業者のうち 52.9％が小規模企業者に該当        ・県内および南関東地域が主たる取引エリア 

82.7%

39.5%

60.5%

30.3%

7.0%

8.1%

0% 30% 60% 90%

山梨県内

北関東（茨城、栃木、群馬、長野）

南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川）

東海（静岡、岐阜、愛知、三重）

北陸（富山、石川、福井、新潟）

その他（近畿以西・東北以北）

回答母数(n=185)

（物流） 主な取引エリア （複数回答） 

＜概要＞ 調査期間：令和 6 年８月 30 日～9 月 26 日 

回答者数： 物流事業者（トラック運送・倉庫） 187／３４２（回答率 54.６％）  

荷主                   115／２５８（回答率  ４４.５％） 

（物流） 従業員数 （単一回答） 
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＜本県物流の状況②＞多くの物流事業者が主要産業に関わっているが、希望する運賃の収受に至っていない 

○金属機械工業品や農水産品などを主に取り扱う物流事業者が多く、製造業や農業などの供給網に大きく関わっている。 

○希望する運賃の７割～５割程度で運送業務を担っている事業者が最多となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・金属機械工業品や農水産品の取扱いが多い                ・希望する運賃の 7 割～5 割収受が最多  

 

  

（物流） 主な取扱品目 （複数回答） 

・金属機械工業品： 鉄鋼、非鉄金属、金属製品、産業機械、自動車など 

・農水産品： 麦、米、雑穀・豆、野菜・果物、畜産品、水産品など 

・雑工業品： 印刷物、衣服、文房具、家具、ゴム製品など 

・軽工業品： パルプ、紙、糸、紡績半製品など 

・鉱産品： 石炭、鉄鉱石、原油・天然ガス、金属鉱物、原塩など 

・化学工業品： セメント、ガラス、陶磁器、化学薬品など 

・排出物： 使用済み製品、循環資源、産業廃棄物 

・林産品： 原木、製材、薪炭、樹脂類、林産品 

・特殊品： 動植物性飼肥料、輸送用容器、取り合わせ品 

39.0%

37.8%

22.6%

18.3%

12.8%

11.0%

6.7%

5.5%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

金属機械工業品

農水産品

雑工業品

軽工業品

鉱産品

化学工業品

排出物

林産品

特殊品

回答母数(n=164)

（物流） 運賃収受状況 （単一回答） 

10.8%

32.5%

33.1%

23.5%

希望する運賃収受

希望する運賃の

9割～8割

希望する運賃の

7割～5割

希望する運賃の

5割未満

n=166
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＜運送契約の状況＞物流事業者と荷主は元請け関係が多く、実績や信頼性を重視 

○物流事業者と荷主の直接契約（元請け関係）が多く、また実績や信頼性を重視した契約関係が多いことから、二者間の協議により 

課題解決が進展する可能性がある。 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・物流事業者の 74.9％が、荷主と直接契約              ・荷主の 6 割は、実績やサービス品質を重視 

 

（物流） 主な契約相手 （単一回答） （荷主） 物流事業者の選定理由 （複数回答） 

74.9%

25.1%

荷主と直接

貨物運送事業者・

運送利用事業者

n=179

64.3%

59.5%

34.5%

34.5%

28.6%

10.7%

1.2%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80%

実績があり、長年取引している事業者である

サービス品質と信頼性

（時間厳守、貨物の取扱い品質）

県内事業者である

物流料金が安い

ネットワークの広さと柔軟性

（配送エリアの広さ、緊急対応）

環境配慮・コンプライアンス遵守

デジタル化等への対応

その他

回答母数(n=84)
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＜運賃料金の状況＞運賃改善には交渉が重要であり、荷主側も応じる用意がある 

○希望運賃が収受できた物流事業者にその要因を聞くと、荷主との定期的な交渉の結果と回答。 

○荷主の９割が「交渉に応じた」「取引先から求められていないが、応じる用意がある」と回答。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・物流事業者の 6割が荷主へ明確な説明を実施   

 

 

・荷主の 47.2％が交渉に応じており、 

45.3％は応じる用意があると回答 

（物流） 希望運賃収受への取組 （複数回答） 

45.3%

1.9%
1.9%

45.3%

5.7%

取引先から求められ、

交渉に応じた

取引先に声をかけて、

交渉を実施した

取引先から求められた

が、交渉に応じなかった

取引先から求められて

いないが、応じる用意

がある

取引先から求められ

ず、求められても応じる

つもりはない

n=106

（荷主） 運賃交渉の状況 （単一回答） 

60.0%

40.0%

15.7%

10.0%

7.1%

1.4%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80%

荷主に対し運送原価を明確に説明した

荷主・運送事業者間で

定期的な打ち合わせ等の場を確保した

トラブル回避のため、

取引条件や交渉経緯を書面化した

料金低減策として、

待機時間・附帯業務等の削減を打診した

自社の強みを生かした

経営計画等を策定しアピールした

他の事業者の好事例等を参考に交渉した

その他

回答母数(n=70)
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＜2024 年問題への対応（物流側）＞取引先への運賃交渉とともに職場環境などの改善を重視 

○2024 年問題により、物流事業者は荷主等との交渉負担の増加や営業収入の減少などに直面。 

○問題への対策として、運賃交渉などの働きかけとともに労働条件・職場環境の改善を重視 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・荷主との交渉負担増加、労働時間減少の影響が多い         ・荷主への働きかけ及び労働条件の見直しが多い 

 

 

（物流） 2024年問題への対策 （複数回答） （物流） 2024年問題による影響 （複数回答） 

64.6%

48.9%

42.7%

28.1%

8.4%

0.6%

7.9%

0% 50% 100%

取引先との運賃交渉

・荷待ち時間等削減への働きかけ

賃金を含む労働条件・職場環境の見直し

運行計画の見直し・効率化

人材確保に向けた企業PRや採用活動の強化

DXの推進による生産性の向上

その他取組

特に取組予定なし

回答母数(n=178)
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＜2024 年問題への対応（荷主側）＞2024 年問題に関して荷主の置かれた状況に大きな差 

○多くの荷主がコスト高騰などの影響に直面している一方、特に影響が出ていない荷主も存在。 

○物流事業者との連携強化や業務内容の見直しに取り組む荷主より、取組予定がない荷主が多い。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コスト高騰や遅延など、配送への影響が大きい        ・問題への対策について取組予定が無い荷主が多い 

 

58.4%

23.9%

22.1%

12.4%

4.4%

4.4%

29.2%

0% 20% 40% 60% 80%

配送コストの高騰

集荷時間などの輸送スケジュール

荷物が運べない、配送遅延

長距離輸送など配送距離の制限

コンプライアンスをより重視した

物流事業者の選定

その他の影響

特に影響なし

回答母数(n=113)

（荷主） 2024年問題による影響 （複数回答） （荷主） 2024年問題への対策 （複数回答） 

31.5%

24.3%

11.7%

6.3%

5.4%

1.8%

0.9%

8.1%

43.2%

0% 20% 40% 60%

物流事業者との連携強化

配送ルート、納品スケジュール等の見直し

ドライバーの待機時間、荷役作業時間等の見直し

中継輸送などの活用

取引している物流事業者の見直し

海運や鉄道などへのモーダルシフト

その他の取組

何から取り組んで良いかわからない

特に取組予定なし

回答母数(n=111)
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＜物流事業者への要望＞物流事業者、荷主ともに物流の効率化に関心あり 

○物流事業者に対する要望として、物流事業者は輸送の連携や拠点の共有化を求めており、 

また荷主も物流事業者の人材確保や品質管理とともに、共同輸配送への関心を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・輸配送の連携や拠点共有化などの回答が多い          ・人材不足解消や品質管理の徹底などの回答が多い 

 

（荷主） 物流事業者への要望 （３つ選択） （物流） 物流事業者への要望 （3 つ選択） 

50.3%

38.9%

32.2%

12.8%

4.0%

17.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特定エリアへの輸送についての連携

物流拠点の共有化

空きスペースを活用した混載輸送

物流作業の自動化に向けた共同研究・出資

海運や鉄道などへのモーダルシフトの共同推進

その他

回答母数(n=149)

62.4%

56.0%

22.9%

16.5%

9.2%

6.4%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

物流事業者の人材不足の解消

物流の安全性と品質管理の徹底

共同輸配送の推進等による積載率の向上

物流事業者と定期的な運賃交渉機会の確保

下請取引の適正化

運送契約の書面化

その他

回答母数(n=109)
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＜行政への要望＞物流事業者、荷主ともに、人材確保、労働環境改善を重視 

○行政に対する要望として、ドライバーの確保・育成支援や労働環境改善に向けた財政的支援が物流事業者・荷主に共通して上位。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・労働環境改善や人材確保、取引事業者との交渉促進が多い     ・物流事業者同様、人材確保、労働環境改善が上位 

66.3%

62.4%

46.4%

12.7%

12.2%

3.3%

2.2%

0.6%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80%

労働環境改善に向けた

物流関連の補助金・助成金の拡充

ドライバーや人材の確保・育成支援

取引事業者との取引適正化に向けた交渉促進

物流標準化やデジタル化による生産性向上促進

物流拠点・中継拠点の整備促進

貨客混載や共同配送などの事業者連携の促進

再配達削減を図る施策の推進

ドローン活用や港湾利用など、

新たな物流システムの検討

その他

回答母数(n=181)

（物流） 行政への要望 （3 つ選択） 

75.0%

47.3%

35.7%

26.8%

14.3%

14.3%

12.5%

5.4%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ドライバーや人材の確保・育成支援

労働環境改善に向けた物流関連の

補助金・助成金の拡充

再配達削減を図る施策の推進

物流拠点・中継拠点の整備促進

貨客混載や共同配送などの事業者連携の促進

取引事業者との取引適正化に向けた交渉促進

物流標準化やデジタル化による生産性向上促進

ドローン活用や湾港利用など、

新たな物流システムの検討

その他

回答母数(n=112)

（荷主） 行政への要望 （３つ選択） 


